
第１編 総論 

第２章 策定に当たっての前提 

第１節 人口 

（１）人口動態 

○ 総人口は，令和３年１０月１日時点で，２３８,３１１人となっています。 

第５次調布市総合計画（平成２５年度～令和４年度）の策定に取り組んでいた平成２４年の調布市

の人口と比較すると，総人口は１５,４０６人増加し，このうち，年少人口（０～１４歳）は      

１,６３９人増，生産年齢人口（１５～６４歳）は６,０１４人増，老年人口（６５歳以上）は      

７,７５３人増となっており，６５歳以上の高齢化率は１９.６％から２１.６％へと上昇しています。

【図表１参照】 

○ 平成２４年以降の動向をみると，総人口は年々増加傾向となっており，老年人口は，一貫して増加

しています。生産年齢人口は，平成２２年から減少傾向で推移していましたが，平成２７年からは増

加に転じています。一方で，年少人口は，令和元年まで増加していましたが，それ以降減少に転じて

います。【図表１参照】 

○ 世帯数は毎年増加しているものの，１世帯当たり人口は減少傾向がみられ，平成２９年から２人を

下回り，令和３年には１.９５人となっています。【図表１参照】 

○ 出生数と死亡数の差である自然増減は，平成２０年以降，自然増が続いていましたが，出生数は減

少し，死亡数が増加しているため，令和元年以降は，自然減で推移しています。 

【図表２参照】 

○ 転入者数と転出者数の差である社会増減は，平成２２年以降，平成２６年を除き，転入超過による

社会増が続いていますが，令和元年以降，増加幅は減少傾向となっています。【図表２参照】 

 

■世帯数・総人口・年齢区分別人口・高齢化率の推移【図表１】                   

 

※総人口：平成２４年２２２,９０５人 ⇒ 令和３年２３８,３１１人：１５,４０６人増 

（各年１０月１日現在，住民基本台帳人口） 

 

 

（単位：人） 
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■人口動態の推移【図表２】 

 

 

（２）将来人口推計（令和４年３月推計） 

○ 市の将来人口は今後も緩やかに増加を続けることが予想されますが，徐々に増加幅は縮小し，令和

１２（２０３０）年に，基準年である令和３年より３,７６８人多い２４２,０７９人をピークに減少に

転じることが見込まれています。 

○ 年少人口（０～１４歳）は，令和４年に前年度から微増し，２９,７３８人になる以降は再び減少に

転じていく見通しとなっています。総人口に占める年少人口の割合（基準年１２.５％）は，ほぼ一貫

して微減傾向で推移すると見込まれます。 

○ 生産年齢人口（１５～６４歳）は，令和７（２０２５）年まで増加しますが，その後は減少してい

く見通しとなっています。生産年齢人口比率（基準年６５.９％）は，令和５（２０２３）年から減少

局面に入り，令和１９（２０３７）年までは６０％台で推移しますが，令和４７（２０６５）年には

５２.７％まで減少すると見込まれます。 

○ 老年人口（６５歳以上）は，令和３５（２０５３）年まで上昇傾向が続くことが見込まれています。

高齢化率（総人口に占める６５歳以上人口の割合。基準年２１.７％）は，増加傾向で推移し，令和４

７（２０６５）年では３６.９％まで増加すると見込まれます。 

 

（単位：人） 

（各年１０月１日現在） 
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■人口の推移（令和４年３月推計） 

 
  

※令和３年までは実績値（住民基本台帳人口(外国人を含む)（各年１０月１日現在）） 

 

 

■年齢４区分別人口の推移 

 

※令和３年までは実績値（住民基本台帳人口(外国人を含む)（各年１０月１日現在）） 
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■年齢４区分別人口（構成比）の推移 

 

※令和３年までは実績値（住民基本台帳人口(外国人を含む)（各年１０月１日現在）） 
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第２節 財政フレーム 

（１）調布市の財政の推移と現状 

○ 市の歳入の根幹である市税収入の過去１０年間の推移（平成２４年度～令和３年度）では，法人市

民税においては，平成２７年度以降の一部国税化，令和２年度以降の更なる一部国税化の２度に渡る

減収影響を受けているものの，個人市民税の納税義務者の増加等により，市税収入は安定的に推移し，

令和元年度以降は高い水準を保っています。なお，個人市民税は，平成２４年度以降，増加が続いて

いましたが，令和３年度は，ふるさと納税の減収影響拡大などにより，１０年ぶりに減収となりまし

た。 

○ 市税と同様に主要な一般財源である地方譲与税及び各種交付金においては，地方消費税交付金が，

平成２６年度以降，消費税率８％への引上げに伴い増収となり，令和元年度以降は，消費税率１０％

への引上げに伴いさらに増収となっています。また，法人市民税の一部国税化に伴い，法人事業税交

付金が，令和２年度に新設されました。 

○ 一方の歳出では，引き続き増加傾向の社会保障関係経費や待機児童対策に伴う保育園関係経費の増

のほか，京王線地下化後の中心市街地等の都市基盤整備や公共施設の老朽化対応などの大きな財政需

要があり，歳出総額は増加傾向で推移しています。 

○ 令和２年度以降は，新型コロナウイルス感染症への対応として，国や東京都の取組とも連動しなが

ら，「感染症拡大防止に向けた取組」「市民生活及び子どもたちへの支援」「地域経済への支援」の

３つの柱に基づく各種取組を実施し，歳入総額・歳出総額ともに大きく増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）調布市財政の今後の見通し 

○ コロナ禍の長期化に加え，物価高騰等の影響により，今後の社会経済状況や景気動向は今なお不透

明な状況であり，市税収入や景気連動の各種交付金への影響が懸念されます。 

○ 基本計画期間（令和５（２０２３）年度～令和８（２０２６）年度）における歳入は，個人市民税

では，人口微増に伴う納税義務者数の増が見込まれるものの，ふるさと納税に伴う減収影響を考慮す

ると，大幅な伸びは期待できないものと見込んでいます。法人市民税は，コロナ禍においても安定し
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た税収となっていますが，企業収益により大きく変動する税目であり，今後の景気動向を適切に注視

する必要があります。市税総体としては，計画期間中は，大幅な伸びは見込めないものの，令和４年

度当初予算を上回る水準で推移するものと想定しています。また，地方譲与税及び各種交付金につい

ては，現時点では，令和３年度決算と同水準で見込んでいます。 

○ 一方の歳出では，引き続き，障害者福祉サービス費をはじめとする社会保障関係経費などの経常的

経費の増加や，市民の安全・安心の確保及び市民生活支援の継続的な取組に加え，調布駅前広場や鉄

道敷地整備などの都市基盤整備，公共施設マネジメントの取組，行政のデジタル化など，様々な財政

需要が想定されています。 

○ 今後，市税収入等の一般財源の大幅な伸びは期待できないことから，事業の優先度や事業規模を厳

しく精査するとともに，歳入確保・経費縮減の継続的な取組により対処する必要があります。 

○ 市は，昭和５８年度以降，普通交付税の不交付団体であり，減収影響等が交付団体のように普通交

付税で財源補完されないことから，歳入確保と経費縮減の歳入歳出両面からの自主・自立的な経営努

力によって対処する必要があります。 

○ 今後も引き続き，調布市独自に策定した「財政規律ガイドライン」における「財政構造見直し」「財

政基盤強化」「連結ベース債務残高縮減」の３つの視点に基づき，財政の健全性の維持・向上に取り組

んでいきます。 
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今後の主要な一般財源収入見込

譲与税・交付金

市税収入

※歳入歳出全体の財政フレームについては，現在作業中の令和５（２０２３）年度予算編成と併行して作成し，

各種事業計画等と整合を図ります。また収入見込みについても，今後時点修正を加えていきます。 

令和５（２０２３）年度以降に増加が見込まれる主な財政需要 
○社会保障関係経費（障害者福祉サービス費，生活保護費，特別会計繰出金（国民健康保険，介護保険， 

後期高齢者医療）） 

○子どもの医療費助成費（高校生等医療費助成，義務教育就学児医療費助成） 

○保育園運営経費・学童クラブ委託料 

○行政のデジタル化関連経費 

○老朽化対応を含む公共施設マネジメントの取組 

○都市基盤の整備（調布駅前広場，鉄道敷地など） 

○令和元年台風第１９号を踏まえた水害対策 

（億円） 

（年度） 

行政経営部財政課想定額 

（令和４年 11 月現在） 
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出典：「固定資産概要調書」（各年１月１日現在） 

注）非課税の土地を除く。 

図図  土土地地利利用用区区分分別別面面積積のの構構成成比比のの推推移移 

第３節 土地利用 

○ 調布市は，都心に近い交通至便な  

地域でありながら，水と緑に代表され

る豊かな自然環境に恵まれています。

令和３年度調布市民意識調査では，調

布のまちの個性や魅力・特色として，

「都心への交通の便がよい（７６.

７％）」，「豊かな自然がある（６７.

３％）」が高い割合となっています。 

○ こうした自然環境は，市民の暮らし

にうるおいや交流の場を提供する重要

な地域資源の一つとなっていますが，

まちの発展と人口増加に伴う宅地開発

の進展などにより，年々少しずつ失わ

れつつあります。 

○ 令和２年１月１日現在，課税対象外

の土地を除いた土地利用区分別の面積比は，宅地が８５.８％（うち住宅６９.０％，非住宅１６.７％）で最

も高く，農地が１１.０％（うち田０.７％，畑１０.３％）でこれに次いでいます。平成２年以降の推移をみ

ると，住宅地は増え続け，令和２年の面積は対平成２年比で２３.４％（約１５６.３ｈａ）増となっている

一方，農地は減少し，令和２年の面積は対平成２年比で５０.３％（約１３３.０ｈａ）減となっています。 

○ これまでにも増して地域の特性に応じた計画的な土地利用を誘導していく中で，開発と保全の調和の取

れたまちづくりを進めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「固定資産概要調書」（各年１月１日現在）注）非課税の土地を除く。 

図図  土土地地利利用用区区分分別別面面積積・・比比率率のの推推移移 
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面積
（ha）

比率
（％）

平成 ２年 17.4 1.4 246.8 19.8 885.9 70.9 669.4 53.6 216.5 17.3

平成 ７年 13.7 1.1 213.2 17.3 929.8 75.6 687.9 56.0 242.0 19.7

平成12年 12.3 1.0 190.9 15.7 948.2 78.2 709.8 58.5 238.4 19.7

平成17年 11.7 1.0 170.3 14.1 972.0 80.4 751.2 62.2 220.8 18.3

平成22年 11.0 0.9 151.7 12.5 996.7 82.4 784.5 64.9 212.1 17.5

平成27年 9.5 0.8 137.6 11.4 1,008.9 83.6 801.1 66.4 207.8 17.2

令和2年 8.0 0.7 123.2 10.3 1,026.0 85.8 825.7 69.0 200.3 16.7

面積
（ha）

比率
（％）

面積
（ha）

比率
（％）

面積
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面積
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比率
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平成 ２年 － － 14.1 1.1 0.1 0.0 85.2 6.8 1,249.5

平成 ７年 － － 8.4 0.7 － － 64.3 5.2 1,229.4

平成12年 － － 6.8 0.6 － － 54.5 4.5 1,212.7

平成17年 － － 5.6 0.5 － － 49.0 4.1 1,208.6

平成22年 － － 5.3 0.4 － － 45.0 3.7 1,209.6

平成27年 － － 8.1 0.7 － － 42.3 3.5 1,206.5

令和2年 － － 2.3 0.2 － － 36.7 3.1 1,196.3

住宅 非住宅田 畑 宅地

雑種地
総数

池沼 山林 原野
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